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第７７号議案 

 

 

教育委員会委員の任命について 

 

 

本市教育委員会委員に下記の者を任命するにつき、地方教育行政の組織及び運

営に関する法律第４条第２項の規定により同意を求める。 

 

 

令和５年９月４日 

 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志 

 

 

 

                 記 

 

 

守  屋  香  里 

昭 和 

 

 

－1－



 

－2－



第７８号議案 

 

 

     農業委員会委員の任命について 

 

 

 本市農業委員会委員に下記の者を任命するにつき、農業委員会等に関する法律

第８条第１項の規定により同意を求める。 

 

 

  令和５年９月４日 

 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志   

 

 

 

                 記 

 

      

         田  中  和  敏 

          

－3－



 

－4－



第７９号議案 

 

 

固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 

 

 本市固定資産評価審査委員会委員に下記の者を選任するにつき、地方税法第

４２３条第３項の規定により同意を求める。 

 

 

令和５年９月４日 

 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志 

 

 

 

                 記 

 

      

         花 形 守 康 

          

－5－



 

－6－



第８０号議案 

 

 

自治功労者の推戴について 

 

 

本市自治功労者に下記の者を推戴するにつき、八王子市表彰条例第１０条第１

項の規定により同意を求める。 

 

 

令和５年９月４日 

 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志 

 

 

 

 記 

 

                           安 藤 修 三 

                          石 井 宏 和 

                          岩 田 祐 樹 

                          梶 原 幸 子 

                          八木下 輝 一 

                           本 義 一 

 

 

 

 

 

－7－
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第８１号議案 

 

八王子市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例設

定について 

 

 八王子市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり設定する

ものとする。 

 

  令和５年９月４日 

 

                提出者  八王子市長 石 森 孝 志   

 

 

   八王子市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 八王子市職員の給与に関する条例（昭和２６年八王子市条例第２１号）の一部 

を次のように改正する。 

  
改 正 後 改 正 前 

（災害派遣手当） 

第２１条 災害派遣手当（武力攻撃災害等派

遣手当及び特定新型インフルエンザ等対策

派遣手当を含む。）の支給については、別

に条例で定める。 

 

（災害派遣手当） 

第２１条 災害派遣手当（武力攻撃災害等派

遣手当及び新型インフルエンザ等緊急事態

派遣手当を含む。）の支給については、別

に条例で定める。 

  
附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

  

 

 

 

 

 

 

－9－



 

－10－



第８２号議案 

 

     八王子市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例 

の一部を改正する条例設定について 

 

 八王子市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条

例を次のとおり設定するものとする。 

 

  令和５年９月４日 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志 

 

 

   八王子市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正す

る条例 

 八王子市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２６年八王子

市条例第３３号）の一部を次のように改正する。 

  
改 正 後 改 正 前 

 （母子生活支援施設の長の資格等）  （母子生活支援施設の長の資格等） 

第２７条 母子生活支援施設の長は、次の各

号のいずれかに該当し、かつ、こども家庭

庁長官が指定する者が行う母子生活支援施

設の運営に関し必要な知識を習得するため

の研修を受講した者であって、人格が高潔

で識見が高く、母子生活支援施設を適切に

運営する能力を有するものでなければなら

ない。 

⑴～⑶ （略） 

 ⑷ 市長が前３号に掲げる者と同等以上の

能力を有すると認める者であって、次に

掲げる期間の合計が３年以上であるもの

又はこども家庭庁長官が指定する講習会

の課程を修了したもの 

  ア～ウ （略） 

２ 母子生活支援施設の長は、２年に１回以

上、こども家庭庁長官が指定する者が行う

資質向上のための研修を受講するものとす

る。 

第２７条 母子生活支援施設の長は、次の各

号のいずれかに該当し、かつ、厚生労働大

臣が指定する者が行う母子生活支援施設の

運営に関し必要な知識を習得するための研

修を受講した者であって、人格が高潔で識

見が高く、母子生活支援施設を適切に運営

する能力を有するものでなければならない。 

 

⑴～⑶ （略） 

 ⑷ 市長が前３号に掲げる者と同等以上の

能力を有すると認める者であって、次に

掲げる期間の合計が３年以上であるもの

又は厚生労働大臣が指定する講習会の課

程を修了したもの 

  ア～ウ （略） 

２ 母子生活支援施設の長は、２年に１回以

上、厚生労働大臣が指定する者が行う資質

向上のための研修を受講するものとする。 

－11－



 

 （関係機関との連携）  （関係機関との連携） 

第３３条 母子生活支援施設の長は、入所し

ている母子の保護及び生活支援に当たって

は、常に福祉事務所、母子・父子自立支援

員、児童の通学する学校、児童相談所、母

子福祉団体及び公共職業安定所並びに必要

に応じ児童家庭支援センター、女性相談支

援センターその他の関係機関と連携を図ら

なければならない。 

 

 （保育の内容） 

第３７条 保育所における保育は、養護及び

教育を一体的に行うこととし、その内容に

ついては、内閣総理大臣が定める指針に従

うものとする。 

 

第３３条 母子生活支援施設の長は、入所し

ている母子の保護及び生活支援に当たって

は、常に福祉事務所、母子・父子自立支援

員、児童の通学する学校、児童相談所、母

子福祉団体及び公共職業安定所並びに必要

に応じ児童家庭支援センター、婦人相談所

その他の関係機関と連携を図らなければな

らない。 

 

 （保育の内容） 

第３７条 保育所における保育は、養護及び

教育を一体的に行うこととし、その内容に

ついては、厚生労働大臣が定める指針に従

うものとする。 

 

  
   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第３３条の改正規定は、令和

６年４月１日から施行する。 

 （八王子市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

２ 八王子市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成２６年 

八王子市条例第３６号）の一部を次のように改正する。 

  
改 正 後 改 正 前 

（保育の内容） 

第２５条 家庭的保育事業者は、八王子市児

童福祉施設の設備及び運営の基準に関する

条例（平成２６年八王子市条例第３３号）

第３７条に規定する内閣総理大臣が定める

指針に準じ、家庭的保育事業の特性に留意

して、保育する乳幼児の心身の状況等に応

じた保育を提供しなければならない。 

 

（保育の内容） 

第２５条 家庭的保育事業者は、八王子市児

童福祉施設の設備及び運営の基準に関する

条例（平成２６年八王子市条例第３３号）

第３７条に規定する厚生労働大臣が定める

指針に準じ、家庭的保育事業の特性に留意

して、保育する乳幼児の心身の状況等に応

じた保育を提供しなければならない。 

 

  
 

－12－



第８３号議案 

 

     八王子市指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運

営の基準に関する条例の一部を改正する条例設定について 

 

 八王子市指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条

例の一部を改正する条例を次のとおり設定するものとする。 

 

  令和５年９月４日 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志   

 

 

   八王子市指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準に関す

る条例の一部を改正する条例 

 八王子市指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条

例（令和元年八王子市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

  
改 正 後 改 正 前 

（従業者の配置の基準） （従業者の配置の基準） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 前項各号に掲げる従業者のほか、指定児

童発達支援事業所において、日常生活を営

むのに必要な機能訓練を行う場合には機能

訓練担当職員（日常生活を営むのに必要な

機能訓練を担当する職員をいう。以下同

じ。）を、日常生活及び社会生活を営むた

めに医療的ケア（人工呼吸器による呼吸管

理、喀痰
かくたん

吸引その他こども家庭庁長官が定

める医療行為をいう。以下同じ。）を恒常

的に受けることが不可欠である障害児に医

療的ケアを行う場合には看護職員（保健師、

助産師、看護師又は准看護師をいう。以下

同じ。）を、それぞれ置かなければならな

い。ただし、次の各号のいずれかに該当す

る場合には、看護職員を置かないことがで

きる。 

２ 前項各号に掲げる従業者のほか、指定児

童発達支援事業所において、日常生活を営

むのに必要な機能訓練を行う場合には機能

訓練担当職員（日常生活を営むのに必要な

機能訓練を担当する職員をいう。以下同

じ。）を、日常生活及び社会生活を営むた

めに医療的ケア（人工呼吸器による呼吸管

理、喀痰
かくたん

吸引その他厚生労働大臣が定める

医療行為をいう。以下同じ。）を恒常的に

受けることが不可欠である障害児に医療的

ケアを行う場合には看護職員（保健師、助

産師、看護師又は准看護師をいう。以下同

じ。）を、それぞれ置かなければならない。

ただし、次の各号のいずれかに該当する場

合には、看護職員を置かないことができる。 

 ⑴～⑶ （略）  ⑴～⑶ （略） 

－13－



３～８ （略） ３～８ （略） 

  

 （通所利用者負担額の受領）  （通所利用者負担額の受領） 

第２３条 （略） 第２３条 （略） 

２・３ （略） 

４ 前項第１号に掲げる費用については、別

にこども家庭庁長官が定めるところによる

ものとする。 

５・６ （略） 

 

２・３ （略） 

４ 前項第１号に掲げる費用については、別

に厚生労働大臣が定めるところによるもの

とする。 

５・６ （略） 

 

 （通所利用者負担額の受領）  （通所利用者負担額の受領） 

第７２条 （略） 

２・３ （略） 

４ 前項第１号に掲げる費用については、別

にこども家庭庁長官が定めるところによる

ものとする。 

５・６ （略） 

第７２条 （略） 

２・３ （略） 

４ 前項第１号に掲げる費用については、別

に厚生労働大臣が定めるところによるもの

とする。 

５・６ （略） 

  

 （利用定員に関する特例）  （利用定員に関する特例） 

第１０５条 （略） 

２～４ （略） 

５ 離島その他の地域であってこども家庭庁

長官が定めるもののうち、将来的にも利用

者の確保の見込みがないものとして市長が

認めるものにおいて事業を行う多機能型事

業所（この条例に規定する事業のみを行う

多機能型事業所を除く。）については、第

２項中「２０人」とあるのは、「１０人」

とする。 

第１０５条 （略） 

２～４ （略） 

５ 離島その他の地域であって厚生労働大臣

が定めるもののうち、将来的にも利用者の

確保の見込みがないものとして市長が認め

るものにおいて事業を行う多機能型事業所

（この条例に規定する事業のみを行う多機

能型事業所を除く。）については、第２項

中「２０人」とあるのは、「１０人」とす

る。 

  

  
   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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第８４号議案 

 

     八王子市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並び 

に特定子ども・子育て支援施設等の運営の基準に関する条 

例の一部を改正する条例設定について 

 

 八王子市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育

て支援施設等の運営の基準に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり設定

するものとする。 

 

  令和５年９月４日 

 

                提出者  八王子市長 石 森 孝 志   

 

 

   八王子市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・

子育て支援施設等の運営の基準に関する条例の一部を改正する条例 

 八王子市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育

て支援施設等の運営の基準に関する条例（平成２６年八王子市条例第３８号）の

一部を次のように改正する。 

  
改 正 後 改 正 前 

 （正当な理由のない提供拒否の禁止等）  （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は

幼稚園に限る。以下この項において同じ。）

は、利用の申込みに係る法第１９条第１号

に掲げる小学校就学前子どもの数及び当該

特定教育・保育施設を現に利用している同

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもの総数が、当該

特定教育・保育施設の同号に掲げる小学校

就学前子どもの区分に係る利用定員の総数

を超える場合においては、抽選、申込みを

受けた順序により決定する方法、当該特定

教育・保育施設の設置者の教育・保育に関

する理念、基本方針等に基づく選考その他

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は

幼稚園に限る。以下この項から第４項まで

において同じ。）は、利用の申込みに係る

法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子

どもの数及び当該特定教育・保育施設を現

に利用している法第１９条第１号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子どもの総数が、当該特定教育・

保育施設の法第１９条第１号に掲げる小学

校就学前子どもの区分に係る利用定員の総

数を超える場合においては、抽選、申込み

を受けた順序により決定する方法、当該特

定教育・保育施設の設置者の教育・保育に
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公正な方法（第４項において「選考方法」

という。）により選考しなければならない。 

関する理念、基本方針等に基づく選考その

他公正な方法（第４項において「選考方法」

という。）により選考しなければならない。 

３ 特定教育・保育施設（認定こども園又は

保育所に限る。以下この項において同じ。）

は、利用の申込みに係る法第１９条第２号

又は第３号に掲げる小学校就学前子どもの

数及び当該特定教育・保育施設を現に利用

している同条第２号又は第３号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子どもの総数が、当該特定教育・保

育施設の同条第２号又は第３号に掲げる小

学校就学前子どもの区分に係る利用定員の

総数を超える場合においては、法第２０条

第４項の規定による認定に基づき、保育の

必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保

育を受ける必要性が高いと認められる教育

・保育給付認定子どもが優先的に利用でき

るよう、選考するものとする。 

３ 特定教育・保育施設は、利用の申込みに

係る法第１９条第２号又は第３号に掲げる

小学校就学前子どもの数及び当該特定教育

・保育施設を現に利用している法第１９条

第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ども

の総数が、当該特定教育・保育施設の法第

１９条第２号又は第３号に掲げる小学校就

学前子どもの区分に係る利用定員の総数を

超える場合においては、法第２０条第４項

の規定による認定に基づき、保育の必要の

程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受

ける必要性が高いと認められる教育・保育

給付認定子どもが優先的に利用できるよう、

選考するものとする。 

４・５ （略） ４・５ （略） 

  

 （特定教育・保育の取扱方針）  （特定教育・保育の取扱方針） 

第１５条 特定教育・保育施設は、次の各号

に掲げる施設の区分に応じて、それぞれ当

該各号に定めるものに基づき、小学校就学

前子どもの心身の状況等に応じて、特定教

育・保育の提供を適切に行わなければなら

ない。 

 ⑴ （略） 

 ⑵ 認定こども園（認定こども園法第３条

第１項又は第３項の認定を受けた施設及

び同条第１０項の規定による公示がされ

たものに限る。） 次号及び第４号に掲

げる事項 

 ⑶ （略） 

 ⑷ 保育所 八王子市児童福祉施設の設備

及び運営の基準に関する条例（平成２６

年八王子市条例第３３号）第３７条に規

定する内閣総理大臣が定める指針 

第１５条 特定教育・保育施設は、次の各号

に掲げる施設の区分に応じて、それぞれ当

該各号に定めるものに基づき、小学校就学

前子どもの心身の状況等に応じて、特定教

育・保育の提供を適切に行わなければなら

ない。 

 ⑴ （略） 

 ⑵ 認定こども園（認定こども園法第３条

第１項又は第３項の認定を受けた施設及

び同条第１１項の規定による公示がされ

たものに限る。） 次号及び第４号に掲

げる事項 

 ⑶ （略） 

 ⑷ 保育所 八王子市児童福祉施設の設備

及び運営の基準に関する条例（平成２６

年八王子市条例第３３号）第３７条に規

定する厚生労働大臣が定める指針 

２ （略） ２ （略） 

  

 （特別利用保育の基準）  （特別利用保育の基準） 

第３６条 （略） 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定によ

り特別利用保育を提供する場合には、当該

特別利用保育に係る法第１９条第１号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子どもの数及び当該特定教育

・保育施設を現に利用している同条第２号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

第３６条 （略） 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定によ

り特別利用保育を提供する場合には、当該

特別利用保育に係る法第１９条第１号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子どもの数及び当該特定教育

・保育施設を現に利用している法第１９条

第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当
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育・保育給付認定子どもの総数が、第４条

第２項第３号の規定により定められた法第

１９条第２号に掲げる小学校就学前子ども

に係る利用定員の数を超えないものとする。 

 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定に

より特別利用保育を提供する場合には、特

定教育・保育には特別利用保育を、施設型

給付費には特例施設型給付費（法第２８条

第１項の特例施設型給付費をいう。次条第

３項において同じ。）を、それぞれ含むも

のとして、前款（第６条第３項及び第７条

第２項を除く。）の規定を適用する。この

場合において、第６条第２項中「特定教育

・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限

る。以下この項において同じ。）」とある

のは「特定教育・保育施設（特別利用保育

を提供している施設に限る。以下この項に

おいて同じ。）」と、「同号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子ども」とあるのは「同条第１号又は

第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども」と、「同

号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係

る利用定員の総数」とあるのは「同条第２

号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係

る利用定員の総数」と、第１３条第２項中

「法第２７条第３項第１号に掲げる額」と

あるのは「法第２８条第２項第２号の内閣

総理大臣が定める基準により算定した費用

の額」と、同条第４項第３号イ 中「教育

・保育給付認定子ども」とあるのは「教育

・保育給付認定子ども（特別利用保育を受

ける者を除く。）」と、同号イ 中「教育

・保育給付認定子ども」とあるのは「教育

・保育給付認定子ども（特別利用保育を受

ける者を含む。）」とする。 

する教育・保育給付認定子どもの総数が、

第４条第２項第３号の規定により定められ

た法第１９条第２号に掲げる小学校就学前

子どもに係る利用定員の数を超えないもの

とする。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定に

より特別利用保育を提供する場合には、特

定教育・保育には特別利用保育を、施設型

給付費には特例施設型給付費（法第２８条

第１項の特例施設型給付費をいう。次条第

３項において同じ。）を、それぞれ含むも

のとして、前款（第６条第３項及び第７条

第２項を除く。）の規定を適用する。この

場合において、第６条第２項中「特定教育

・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限

る。以下この項において同じ。）」とある

のは「特定教育・保育施設（特別利用保育

を提供している施設に限る。以下この項に

おいて同じ。）」と、「法第１９条第１号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども」とあるのは「法

第１９条第１号又は第２号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども」と、「法第１９条第１号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分に係る利用定

員の総数」とあるのは「法第１９条第２号

に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る

利用定員の総数」と、第１３条第２項中

「法第２７条第３項第１号に掲げる額」と

あるのは「法第２８条第２項第２号の内閣

総理大臣が定める基準により算定した費用

の額」と、同条第４項第３号イ 中「教育

・保育給付認定子ども」とあるのは「教育

・保育給付認定子ども（特別利用保育を受

ける者を除く。）」と、同号イ 中「教育

・保育給付認定子ども」とあるのは「教育

・保育給付認定子ども（特別利用保育を受

ける者を含む。）」とする。 

 

 （特別利用教育の基準）  （特別利用教育の基準） 

第３７条 （略） 第３７条 （略） 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定によ

り特別利用教育を提供する場合には、当該

特別利用教育に係る法第１９条第２号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子どもの数及び当該特定教育

・保育施設を現に利用している同条第１号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもの総数が、第４条

第２項第２号の規定により定められた法第

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定によ

り特別利用教育を提供する場合には、当該

特別利用教育に係る法第１９条第２号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子どもの数及び当該特定教育

・保育施設を現に利用している法第１９条

第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子どもの総数が、

第４条第２項第２号の規定により定められ
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１９条第１号に掲げる小学校就学前子ども

に係る利用定員の数を超えないものとする。 

た法第１９条第１号に掲げる小学校就学前

子どもに係る利用定員の数を超えないもの

とする。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定に

より特別利用教育を提供する場合には、特

定教育・保育には特別利用教育を、施設型

給付費には特例施設型給付費を、それぞれ

含むものとして、前款（第６条第３項及び

第７条第２項を除く。）の規定を適用する。

この場合において、第６条第２項中「利用

の申込みに係る法第１９条第１号に掲げる

小学校就学前子どもの数」とあるのは「利

用の申込みに係る法第１９条第２号に掲げ

る小学校就学前子どもの数」と、「同号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教育

・保育給付認定子どもの総数」とあるのは

「同条第１号又は第２号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子どもの総数」と、第１３条第２項中「法

第２７条第３項第１号に掲げる額」とある

のは「法第２８条第２項第３号の内閣総理

大臣が定める基準により算定した費用の額」

と、同条第４項第３号イ 中「教育・保育

給付認定子ども」とあるのは「教育・保育

給付認定子ども（特別利用教育を受ける者

を含む。）」と、同号イ 中「教育・保育

給付認定子ども」とあるのは「教育・保育

給付認定子ども（特別利用教育を受ける者

を除く。）」とする。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定に

より特別利用教育を提供する場合には、特

定教育・保育には特別利用教育を、施設型

給付費には特例施設型給付費を、それぞれ

含むものとして、前款（第６条第３項及び

第７条第２項を除く。）の規定を適用する。

この場合において、第６条第２項中「利用

の申込みに係る法第１９条第１号に掲げる

小学校就学前子どもの数」とあるのは「利

用の申込みに係る法第１９条第２号に掲げ

る小学校就学前子どもの数」と、「法第１

９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子どもの総数」

とあるのは「法第１９条第１号又は第２号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもの総数」と、第１

３条第２項中「法第２７条第３項第１号に

掲げる額」とあるのは「法第２８条第２項

第３号の内閣総理大臣が定める基準により

算定した費用の額」と、同条第４項第３号

イ 中「教育・保育給付認定子ども」とあ

るのは「教育・保育給付認定子ども（特別

利用教育を受ける者を含む。）」と、同号

イ 中「教育・保育給付認定子ども」とあ

るのは「教育・保育給付認定子ども（特別

利用教育を受ける者を除く。）」とする。 

  

 （正当な理由のない提供拒否の禁止等）  （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第４０条 （略） 第４０条 （略） 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込み

に係る法第１９条第３号に掲げる小学校就

学前子どもの数及び特定地域型保育事業所

を現に利用している満３歳未満保育認定子

ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除

く。以下この節において同じ。）の総数が、

当該特定地域型保育事業所の同号に掲げる

小学校就学前子どもの区分に係る利用定員

の総数を超える場合においては、法第２０

条第４項の規定による認定に基づき、保育

の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、

保育を受ける必要性が高いと認められる満

３歳未満保育認定子どもが優先的に利用で

きるよう、選考するものとする。 

 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込み

に係る法第１９条第３号に掲げる小学校就

学前子どもの数及び特定地域型保育事業所

を現に利用している満３歳未満保育認定子

ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除

く。以下この節において同じ。）の総数が、

当該特定地域型保育事業所の法第１９条第

３号に掲げる小学校就学前子どもの区分に

係る利用定員の総数を超える場合において

は、法第２０条第４項の規定による認定に

基づき、保育の必要の程度及び家族等の状

況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと

認められる満３歳未満保育認定子どもが優

先的に利用できるよう、選考するものとす

る。 

３・４ （略） 

 

 （特定地域型保育の取扱方針） 

３・４ （略） 

 

 （特定地域型保育の取扱方針） 
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第４５条 特定地域型保育事業者は、八王子

市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関

する条例第３７条に規定する内閣総理大臣

が定める指針に準じ、それぞれの事業の特

性に留意して、小学校就学前子どもの心身

の状況等に応じて、特定地域型保育の提供

を適切に行わなければならない。 

 

 （定員の遵守） 

第４９条 特定地域型保育事業者は、利用定

員を超えて特定地域型保育の提供を行って

はならない。ただし、年度中における特定

地域型保育に対する需要の増大への対応、

法第４６条第５項に規定する便宜の提供へ

の対応、児童福祉法第２４条第６項に規定

する措置への対応、災害、虐待その他のや

むを得ない事情がある場合は、この限りで

ない。 

 

第４５条 特定地域型保育事業者は、八王子

市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関

する条例第３７条に規定する厚生労働大臣

が定める指針に準じ、それぞれの事業の特

性に留意して、小学校就学前子どもの心身

の状況等に応じて、特定地域型保育の提供

を適切に行わなければならない。 

 

 （定員の遵守） 

第４９条 特定地域型保育事業者は、利用定

員の定員を超えて特定地域型保育の提供を

行ってはならない。ただし、年度中におけ

る特定地域型保育に対する需要の増大への

対応、法第４６条第５項に規定する便宜の

提供への対応、児童福祉法第２４条第６項

に規定する措置への対応、災害、虐待その

他のやむを得ない事情がある場合は、この

限りでない。 

 

 （特別利用地域型保育の基準）  （特別利用地域型保育の基準） 

第５２条 （略） 

２ （略） 

第５２条 （略） 

２ （略） 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定

により特別利用地域型保育を提供する場合

には、特定地域型保育には特別利用地域型

保育を、地域型保育給付費には特例地域型

保育給付費（法第３０条第１項の特例地域

型保育給付費をいう。次条第３項において

同じ。）を、それぞれ含むものとして、こ

の節（第４１条第２項を除き、前条におい

て準用する第８条から第１４条まで（第１

０条及び第１３条を除く。）、第１７条か

ら第１９条まで及び第２３条から第３４条

までを含む。次条第３項において同じ。）

の規定を適用する。この場合において、第

４０条第２項中「利用の申込みに係る法第

１９条第３号に掲げる小学校就学前子ども

の数」とあるのは「利用の申込みに係る法

第１９条第１号に掲げる小学校就学前子ど

もの数」と、「満３歳未満保育認定子ども

（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。

以下この節において同じ。）」とあるのは

「同条第１号又は第３号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども（第５３条第１項の規定により特定

利用地域型保育を提供する場合にあっては、

当該特定利用地域型保育の対象となる法第

１９条第２号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子どもを含

む。）」と、「同号」とあるのは「法第１

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定

により特別利用地域型保育を提供する場合

には、特定地域型保育には特別利用地域型

保育を、地域型保育給付費には特例地域型

保育給付費（法第３０条第１項の特例地域

型保育給付費をいう。次条第３項において

同じ。）を、それぞれ含むものとして、こ

の節（第４１条第２項を除き、前条におい

て準用する第８条から第１４条まで（第１

０条及び第１３条を除く。）、第１７条か

ら第１９条まで及び第２３条から第３４条

までを含む。次条第３項において同じ。）

の規定を適用する。この場合において、第

４０条第２項中「利用の申込みに係る法第

１９条第３号に掲げる小学校就学前子ども

の数」とあるのは「利用の申込みに係る法

第１９条第１号に掲げる小学校就学前子ど

もの数」と、「満３歳未満保育認定子ども

（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。

以下この節において同じ。）」とあるのは

「法第１９条第１号又は第３号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子ども（第５３条第１項の規定によ

り特定利用地域型保育を提供する場合にあ

っては、当該特定利用地域型保育の対象と

なる法第１９条第２号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子

どもを含む。）」と、「法第２０条第４項
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９条第３号」と、「法第２０条第４項の規

定による認定に基づき、保育の必要の程度

及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける

必要性が高いと認められる満３歳未満保育

認定子どもが優先的に利用できるよう、」

とあるのは「抽選、申込みを受けた順序に

より決定する方法、当該特定地域型保育事

業者の保育に関する理念、基本方針等に基

づく選考その他公正な方法により」と、第

４４条第１項中「教育・保育給付認定保護

者」とあるのは「教育・保育給付認定保護

者（特別利用地域型保育の対象となる法第

１９条第１号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子どもに係

る教育・保育給付認定保護者を除く。）」

と、同条第２項中「法第２９条第３項第１

号に掲げる額」とあるのは「法第３０条第

２項第２号の内閣総理大臣が定める基準に

より算定した費用の額」と、同条第３項中

「前２項」とあるのは「前項」と、同条第

４項中「前３項」とあるのは「前２項」と、

「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及

び食事の提供（第１３条第４項第３号ア又

はイに掲げるものを除く。）に要する費用」

と、同条第５項中「前各項」とあるのは

「前３項」とする。 

の規定による認定に基づき、保育の必要の

程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受

ける必要性が高いと認められる満３歳未満

保育認定子どもが優先的に利用できるよ

う、」とあるのは「抽選、申込みを受けた

順序により決定する方法、当該特定地域型

保育事業者の保育に関する理念、基本方針

等に基づく選考その他公正な方法により」

と、第４４条第１項中「教育・保育給付認

定保護者」とあるのは「教育・保育給付認

定保護者（特別利用地域型保育の対象とな

る法第１９条第１号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

もに係る教育・保育給付認定保護者を除

く。）」と、同条第２項中「法第２９条第

３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第

３０条第２項第２号の内閣総理大臣が定め

る基準により算定した費用の額」と、同条

第３項中「前２項」とあるのは「前項」と、

同条第４項中「前３項」とあるのは「前２

項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲げ

る費用及び食事の提供（第１３条第４項第

３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要

する費用」と、同条第５項中「前各項」と

あるのは「前３項」とする。 

  

 （特定利用地域型保育の基準）  （特定利用地域型保育の基準） 

第５３条 （略） 第５３条 （略） 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定に

より特定利用地域型保育を提供する場合に

は、当該特定利用地域型保育に係る法第１

９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子どもの数及

び特定地域型保育事業所を現に利用してい

る同条第３号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども（前

条第１項の規定により特別利用地域型保育

を提供する場合にあっては、当該特別利用

地域型保育の対象となる法第１９条第１号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもを含む。）の総数

が、第３８条第２項の規定により定められ

た利用定員の数を超えないものとする。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定に

より特定利用地域型保育を提供する場合に

は、当該特定利用地域型保育に係る法第１

９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子どもの数及

び特定地域型保育事業所を現に利用してい

る法第１９条第３号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

も（前条第１項の規定により特別利用地域

型保育を提供する場合にあっては、当該特

別利用地域型保育の対象となる法第１９条

第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子どもを含む。）

の総数が、第３８条第２項の規定により定

められた利用定員の数を超えないものとす

る。 

３ （略） ３ （略） 

  

  
   附 則 
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 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１５条第１項第２号の改正規

定は、令和５年９月１６日から施行する。 
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第８５号議案 

 

八王子市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び

運営の基準に関する条例の一部を改正する条例設定につい

て 

 

 八王子市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準に関する

条例の一部を改正する条例を次のとおり設定するものとする。 

 

  令和５年９月４日 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志   

 

 

   八王子市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準に関

する条例 

 八王子市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準に関する

条例（令和３年八王子市条例第７３号）の一部を次のように改正する。 

  
改 正 後 改 正 前 

 （定義）  （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

 ⑴～⑽ （略）  ⑴～⑽ （略） 

⑾ 指定障害福祉サービス等費用基準額  

指定障害福祉サービス等につき法第２９ 

条第３項に規定する主務大臣が定める基 

準により算定した費用の額（その額が現 

に当該指定障害福祉サービス等に要した 

費用（特定費用（法第２９条第１項に規 

定する特定費用をいう。以下同じ。）を 

除く。）の額を超えるときは、当該現に 

指定障害福祉サービス等に要した費用の 

額）をいう。 

⑾ 指定障害福祉サービス等費用基準額  

指定障害福祉サービス等につき法第２９ 

条第３項に規定する厚生労働大臣が定め 

る基準により算定した費用の額（その額 

が現に当該指定障害福祉サービス等に要 

した費用（特定費用（法第２９条第１項 

に規定する特定費用をいう。以下同じ。） 

を除く。）の額を超えるときは、当該現 

に指定障害福祉サービス等に要した費用 

の額）をいう。 

⑿ 利用者負担額 指定障害福祉サービス 

等費用基準額から当該指定障害福祉サー 

ビス等につき支給された介護給付費又は 

⑿ 利用者負担額 指定障害福祉サービス 

等費用基準額から当該指定障害福祉サー 

ビス等につき支給された介護給付費又は 
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訓練等給付費の額を控除して得た額及び 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的 

に支援するための法律施行令（平成１８ 

年政令第１０号）第４２条の２によって 

読み替えられた法第５８条第３項第１号 

に規定する指定療養介護医療（以下「指 

定療養介護医療」という。）につき健康 

保険の療養に要する費用の額の算定方法 

の例により算定した額又は法第７０条第 

２項において準用する法第５８条第４項 

に規定する主務大臣の定めるところによ 

り算定した額から当該指定療養介護医療 

につき支給すべき療養介護医療費を控除 

して得た額の合計額をいう。 

訓練等給付費の額を控除して得た額及び 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的 

に支援するための法律施行令（平成１８ 

年政令第１０号）第４２条の２によって 

読み替えられた法第５８条第３項第１号 

に規定する指定療養介護医療（以下「指 

定療養介護医療」という。）につき健康 

保険の療養に要する費用の額の算定方法 

の例により算定した額又は法第７０条第 

２項において準用する法第５８条第４項 

に規定する厚生労働大臣の定めるところ 

により算定した額から当該指定療養介護 

医療につき支給すべき療養介護医療費を 

控除して得た額の合計額をいう。 

 ⒀～⒄ （略）  

 

 ⒀～⒄ （略） 

 （従業者の員数）  （従業者の員数） 

第５条 指定居宅介護の事業を行う者（以下

この章、第２４７条及び第２５５条第２項

において「指定居宅介護事業者」という。）

が当該事業を行う事業所（以下この章にお

いて「指定居宅介護事業所」という。）ご

とに置くべき従業者（指定居宅介護の提供

に当たる者としてこども家庭庁長官及び厚

生労働大臣が定めるものをいう。以下この

節及び第４節において同じ。）の員数は、

常勤換算方法で、２．５以上とする。 

第５条 指定居宅介護の事業を行う者（以下

この章、第２４７条及び第２５５条第２項

において「指定居宅介護事業者」という。）

が当該事業を行う事業所（以下この章にお

いて「指定居宅介護事業所」という。）ご

とに置くべき従業者（指定居宅介護の提供

に当たる者として厚生労働大臣が定めるも

のをいう。以下この節及び第４節において

同じ。）の員数は、常勤換算方法で、２．

５以上とする。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

  

 （準用）  （準用） 

第７条 前２条の規定は、重度訪問介護、同

行援護及び行動援護に係る指定障害福祉サ

ービスの事業について準用する。この場合

において、重度訪問介護に係る指定障害福

祉サービスの事業について準用する第５条

第１項中「こども家庭庁長官及び厚生労働

大臣」とあるのは、「厚生労働大臣」と読

み替えるものとする。 

第７条 前２条の規定は、重度訪問介護、同

行援護及び行動援護に係る指定障害福祉サ

ービスの事業について準用する。 

  

 （従業者の員数）  （従業者の員数） 

第５０条 居宅介護に係る基準該当障害福祉

サービス（以下この節において「基準該当

居宅介護」という。）の事業を行う者（以

下この節において「基準該当居宅介護事業

者」という。）が、当該事業を行う事業所

（以下この節において「基準該当居宅介護

事業所」という。）ごとに置くべき従業者

（基準該当居宅介護の提供に当たる者とし

てこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定

めるものをいう。以下この節において同

第５０条 居宅介護に係る基準該当障害福祉

サービス（以下この節において「基準該当

居宅介護」という。）の事業を行う者（以

下この節において「基準該当居宅介護事業

者」という。）が、当該事業を行う事業所

（以下この節において「基準該当居宅介護

事業所」という。）ごとに置くべき従業者

（基準該当居宅介護の提供に当たる者とし

て厚生労働大臣が定めるものをいう。以下

この節において同じ。）の員数は、３人以
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じ。）の員数は、３人以上とする。 上とする。 

２ 離島その他の地域であってこども家庭庁

長官及び厚生労働大臣が定めるものにおい

て基準該当居宅介護を提供する基準該当居

宅介護事業者にあっては、前項の規定にか

かわらず、基準該当居宅介護事業所ごとに

置くべき従業者の員数は、１人以上とする。 

２ 離島その他の地域であって厚生労働大臣

が定めるものにおいて基準該当居宅介護を

提供する基準該当居宅介護事業者にあって

は、前項の規定にかかわらず、基準該当居

宅介護事業所ごとに置くべき従業者の員数

は、１人以上とする。 

３ （略） ３ （略） 

  

 （運営に関する基準）  （運営に関する基準） 

第５４条 （略） 第５４条 （略） 

２ 第４条第２項から第４項まで並びに第４

節（第２１条第１項、第２２条、第２３条

第１項、第２７条、第３２条、第３７条及

び第４６条を除く。）並びに第５０条から

前条までの規定は、重度訪問介護、同行援

護及び行動援護に係る基準該当障害福祉サ

ービスの事業について準用する。この場合

において、第９条第１項中「第３１条」と

あるのは「第５４条第２項において準用す

る第３１条」と、第２０条第２項中「次条

第１項」とあるのは「第５４条第２項にお

いて準用する次条第２項」と、第２３条第

２項中「第２１条第２項」とあるのは「第

５４条第２項において準用する第２１条第

２項」と、第２５条第１号中「次条第１項」

とあるのは「第５４条第２項において準用

する次条第１項」と、第２６条第１項中

「第５条第２項」とあるのは「第５０条第

３項」と、第３０条第３項中「第２６条」

とあるのは「第５４条第２項において準用

する第２６条」と、第３１条中「第３６条

第１項」とあるのは「第５４条第２項にお

いて準用する第３６条第１項」と、第５３

条第１項第２号中「第５０条第３項」とあ

るのは「第５４条第２項において準用する

第５０条第３項」と、同条第２項中「次条

第１項」とあるのは「第５４条第２項」と

読み替えるほか、重度訪問介護に係る基準

該当障害福祉サービスの事業について準用

する場合に限り、第５０条中「こども家庭

庁長官及び厚生労働大臣」とあるのは「厚

生労働大臣」と読み替えるものとする。 

２ 第４条第２項から第４項まで並びに第４

節（第２１条第１項、第２２条、第２３条

第１項、第２７条、第３２条、第３７条及

び第４６条を除く。）並びに第５０条から

前条までの規定は、重度訪問介護、同行援

護及び行動援護に係る基準該当障害福祉サ

ービスの事業について準用する。この場合

において、第９条第１項中「第３１条」と

あるのは「第５４条第２項において準用す

る第３１条」と、第２０条第２項中「次条

第１項」とあるのは「第５４条第２項にお

いて準用する次条第２項」と、第２３条第

２項中「第２１条第２項」とあるのは「第

５４条第２項において準用する第２１条第

２項」と、第２５条第１号中「次条第１項」

とあるのは「第５４条第２項において準用

する次条第１項」と、第２６条第１項中

「第５条第２項」とあるのは「第５０条第

３項」と、第３０条第３項中「第２６条」

とあるのは「第５４条第２項において準用

する第２６条」と、第３１条中「第３６条

第１項」とあるのは「第５４条第２項にお

いて準用する第３６条第１項」と、第５３

条第１項第２号中「第５０条第３項」とあ

るのは「第５４条第２項において準用する

第５０条第３項」と、同条第２項中「次条

第１項」とあるのは「第５４条第２項」と

読み替えるものとする。 

  

 （利用者負担額等の受領）  （利用者負担額等の受領） 

第６１条 （略） 第６１条 （略） 

２ 指定療養介護事業者は、法定代理受領を

行わない指定療養介護を提供した際は、支

給決定障害者から当該指定療養介護に係る

指定障害福祉サービス等費用基準額及び指

２ 指定療養介護事業者は、法定代理受領を

行わない指定療養介護を提供した際は、支

給決定障害者から当該指定療養介護に係る

指定障害福祉サービス等費用基準額及び指
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定療養介護医療につき健康保険の療養に要

する費用の額の算定方法の例により算定し

た額又は法第７０条第２項において準用す

る法第５８条第４項に規定する主務大臣の

定めるところにより算定した額の支払を受

けるものとする。 

定療養介護医療につき健康保険の療養に要

する費用の額の算定方法の例により算定し

た額又は法第７０条第２項において準用す

る法第５８条第４項に規定する厚生労働大

臣の定めるところにより算定した額の支払

を受けるものとする。 

３～５ （略） ３～５ （略） 

  

 （利用者負担額に係る管理）  （利用者負担額に係る管理） 

第６２条 指定療養介護事業者は、支給決定

障害者が同一の月に当該指定療養介護事業

者が提供する指定療養介護及び他の指定障

害福祉サービス等を受けたときは、当該指

定療養介護及び他の指定障害福祉サービス

等に係る利用者負担額合計額及び指定療養

介護医療につき健康保険の療養に要する費

用の額の算定方法の例により算定した額又

は法第７０条第２項において準用する法第

５８条第４項に規定する主務大臣の定める

ところにより算定した額から当該指定療養

介護医療につき支給すべき療養介護医療費

の額を控除して得た額の合計額（以下この

条において「利用者負担額等合計額」とい

う。）を算定しなければならない。この場

合において、当該指定療養介護事業者は、

利用者負担額等合計額を市町村に報告する

とともに、当該支給決定障害者及び当該他

の指定障害福祉サービス等を提供した指定

障害福祉サービス事業者等に通知しなけれ

ばならない。 

第６２条 指定療養介護事業者は、支給決定

障害者が同一の月に当該指定療養介護事業

者が提供する指定療養介護及び他の指定障

害福祉サービス等を受けたときは、当該指

定療養介護及び他の指定障害福祉サービス

等に係る利用者負担額合計額及び指定療養

介護医療につき健康保険の療養に要する費

用の額の算定方法の例により算定した額又

は法第７０条第２項において準用する法第

５８条第４項に規定する厚生労働大臣の定

めるところにより算定した額から当該指定

療養介護医療につき支給すべき療養介護医

療費の額を控除して得た額の合計額（以下

この条において「利用者負担額等合計額」

という。）を算定しなければならない。こ

の場合において、当該指定療養介護事業者

は、利用者負担額等合計額を市町村に報告

するとともに、当該支給決定障害者及び当

該他の指定障害福祉サービス等を提供した

指定障害福祉サービス事業者等に通知しな

ければならない。 

  

 （利用者負担額等の受領）  （利用者負担額等の受領） 

第１１４条 （略） 第１１４条 （略） 

２・３ （略）  

４ 前項第１号及び第２号に掲げる費用につ

いては、別にこども家庭庁長官及び厚生労

働大臣が定めるところによるものとする。 

５・６ （略） 

 

２・３ （略）  

４ 前項第１号及び第２号に掲げる費用につ

いては、別に厚生労働大臣が定めるところ

によるものとする。 

５・６ （略） 

 （従業者の員数）  （従業者の員数） 

第１２６条 （略） 第１２６条 （略） 

２ （略） 

３ 前項のサービス提供責任者は、指定重度

障害者等包括支援の提供に係るサービス管

理を行う者としてこども家庭庁長官及び厚

生労働大臣が定めるものでなければならな

い。 

４ （略） 

２ （略） 

３ 前項のサービス提供責任者は、指定重度

障害者等包括支援の提供に係るサービス管

理を行う者として厚生労働大臣が定めるも

のでなければならない。 

 

４ （略） 

  

 （従業者の員数）  （従業者の員数） 
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第２２１条 指定共同生活援助の事業を行う

者（以下「指定共同生活援助事業者」とい

う。）が当該事業を行う事業所（以下「指

定共同生活援助事業所」という。）に置く

べき従業者及びその員数は、次のとおりと

する。 

⑴ （略） 

 ⑵ 生活支援員 指定共同生活援助事業所 

ごとに、常勤換算方法で、次のアからエ 

までに掲げる数の合計数以上 

ア 障害支援区分に係る市町村審査会に

よる審査及び判定の基準等に関する命

令（平成２６年厚生労働省令第５号。

以下この章において「区分命令」とい

う。）第１条第４号に規定する区分３

に該当する利用者の数を９で除した数 

イ 区分命令第１条第５号に規定する区

分４に該当する利用者の数を６で除し

た数 

ウ 区分命令第１条第６号に規定する区

分５に該当する利用者の数を４で除し

た数 

エ 区分命令第１条第７号に規定する区

分６に該当する利用者の数を２．５で

除した数 

 ⑶ （略） 

２・３ （略） 

 

 （従業者の員数） 

第２３９条 日中サービス支援型指定共同生

活援助事業者が当該事業を行う事業所（以

下「日中サービス支援型指定共同生活援助

事業所」という。）に置くべき従業者及び

その員数は、次のとおりとする。 

⑴ （略） 

 ⑵ 生活支援員 夜間及び深夜の時間帯以 

外の時間帯における日中サービス支援型 

指定共同生活援助の提供に当たる生活支 

援員の総数は、日中サービス支援型指定 

共同生活援助事業所ごとに、常勤換算方 

法で、次のアからエまでに掲げる数の合 

計数以上 

ア 区分命令第１条第４号に規定する区

分３に該当する利用者の数を９で除し

た数 

イ 区分命令第１条第５号に規定する区

分４に該当する利用者の数を６で除し

た数 

ウ 区分命令第１条第６号に規定する区

分５に該当する利用者の数を４で除し

第２２１条 指定共同生活援助の事業を行う

者（以下「指定共同生活援助事業者」とい

う。）が当該事業を行う事業所（以下「指

定共同生活援助事業所」という。）に置く

べき従業者及びその員数は、次のとおりと

する。 

⑴ （略） 

 ⑵ 生活支援員 指定共同生活援助事業所 

ごとに、常勤換算方法で、次のアからエ 

までに掲げる数の合計数以上 

ア 障害支援区分に係る市町村審査会に

よる審査及び判定の基準等に関する省

令（平成２６年厚生労働省令第５号。

以下この章において「区分省令」とい

う。）第１条第４号に規定する区分３

に該当する利用者の数を９で除した数 

イ 区分省令第１条第５号に規定する区

分４に該当する利用者の数を６で除し

た数 

ウ 区分省令第１条第６号に規定する区

分５に該当する利用者の数を４で除し

た数 

エ 区分省令第１条第７号に規定する区

分６に該当する利用者の数を２．５で

除した数 

 ⑶ （略） 

２・３ （略） 

 

 （従業者の員数） 

第２３９条 日中サービス支援型指定共同生

活援助事業者が当該事業を行う事業所（以

下「日中サービス支援型指定共同生活援助

事業所」という。）に置くべき従業者及び

その員数は、次のとおりとする。 

⑴ （略） 

 ⑵ 生活支援員 夜間及び深夜の時間帯以 

外の時間帯における日中サービス支援型 

指定共同生活援助の提供に当たる生活支 

援員の総数は、日中サービス支援型指定 

共同生活援助事業所ごとに、常勤換算方 

法で、次のアからエまでに掲げる数の合 

計数以上 

ア 区分省令第１条第４号に規定する区

分３に該当する利用者の数を９で除し

た数 

イ 区分省令第１条第５号に規定する区

分４に該当する利用者の数を６で除し

た数 

ウ 区分省令第１条第６号に規定する区

分５に該当する利用者の数を４で除し
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た数 

エ 区分命令第１条第７号に規定する区

分６に該当する利用者の数を２．５で

除した数 

 ⑶ （略） 

た数 

エ 区分省令第１条第７号に規定する区

分６に該当する利用者の数を２．５で

除した数 

 ⑶ （略） 

２～５ （略） 

 

附 則 

１～４ （略） 

 

２～５ （略） 

 

附 則 

１～４ （略） 

 

 （指定共同生活援助事業所又は日中サービ

ス支援型指定共同生活援助事業所において

個人単位で居宅介護等を利用する場合の特

例） 

５ 第２２９条第３項及び第２４３条第４項

の規定は、指定共同生活援助事業所又は日

中サービス支援型指定共同生活援助事業所

の利用者のうち、重度訪問介護、同行援護

又は行動援護に係る支給決定を受けること

ができる者であって、障害支援区分に係る

市町村審査会による審査及び判定の基準等

に関する命令（平成２６年厚生労働省令第

５号）第１条第５号に規定する区分４、同

条第６号に規定する区分５又は同条第７号

に規定する区分６に該当するものが、共同

生活住居内において、当該指定共同生活援

助事業所又は日中サービス支援型指定共同

生活援助事業所の従業者以外の者による居

宅介護又は重度訪問介護の利用を希望する

場合については、令和６年３月３１日まで

の間、当該利用者については、適用しない。 

 

６ 第２２９条第３項及び第２４３条第４項

の規定は、指定共同生活援助事業所又は日

中サービス支援型指定共同生活援助事業所

の利用者のうち、障害支援区分に係る市町

村審査会による審査及び判定の基準等に関

する命令第１条第５号に規定する区分４、

同条第６号に規定する区分５又は同条第７

号に規定する区分６に該当するものが、共

同生活住居内において、当該指定共同生活

援助事業所又は当該日中サービス支援型指

定共同生活援助事業所の従業者以外の者に

よる居宅介護（身体介護に係るものに限る。

以下この項において同じ。）の利用を希望

し、次に掲げる要件のいずれにも該当する

場合については、令和６年３月３１日まで

の間、当該利用者については、適用しない。 

 ⑴・⑵ （略） 

 

 （指定共同生活援助事業所又は日中サービ

ス支援型指定共同生活援助事業所において

個人単位で居宅介護等を利用する場合の特

例） 

５ 第２２９条第３項及び第２４３条第４項

の規定は、指定共同生活援助事業所又は日

中サービス支援型指定共同生活援助事業所

の利用者のうち、重度訪問介護、同行援護

又は行動援護に係る支給決定を受けること

ができる者であって、障害支援区分に係る

市町村審査会による審査及び判定の基準等

に関する省令（平成２６年厚生労働省令第

５号）第１条第５号に規定する区分４、同

条第６号に規定する区分５又は同条第７号

に規定する区分６に該当するものが、共同

生活住居内において、当該指定共同生活援

助事業所又は日中サービス支援型指定共同

生活援助事業所の従業者以外の者による居

宅介護又は重度訪問介護の利用を希望する

場合については、令和６年３月３１日まで

の間、当該利用者については、適用しない。 

 

６ 第２２９条第３項及び第２４３条第４項

の規定は、指定共同生活援助事業所又は日

中サービス支援型指定共同生活援助事業所

の利用者のうち、障害支援区分に係る市町

村審査会による審査及び判定の基準等に関

する省令第１条第５号に規定する区分４、

同条第６号に規定する区分５又は同条第７

号に規定する区分６に該当するものが、共

同生活住居内において、当該指定共同生活

援助事業所又は当該日中サービス支援型指

定共同生活援助事業所の従業者以外の者に

よる居宅介護（身体介護に係るものに限る。

以下この項において同じ。）の利用を希望

し、次に掲げる要件のいずれにも該当する

場合については、令和６年３月３１日まで

の間、当該利用者については、適用しない。 

 ⑴・⑵ （略） 
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７～１３ （略） ７～１３ （略） 

 

  
   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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第８６号議案 

 

八王子市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準

に関する条例の一部を改正する条例設定について 

 

 八王子市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例の一部

を改正する条例を次のとおり設定するものとする。 

 

  令和５年９月４日 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志   

 

 

   八王子市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例の

一部を改正する条例 

 八王子市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例（令和

３年八王子市条例第７５号）の一部を次のように改正する。 

  
改 正 後 改 正 前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

⑴～⑾ （略） 

⑿ 指定障害福祉サービス等費用基準額 

指定障害福祉サービス等につき法第２９

条第３項第１号に規定する主務大臣が定

める基準により算定した費用の額（その

額が現に当該指定障害福祉サービス等に

要した費用（特定費用（法第２９条第１

項に規定する特定費用をいう。以下同

じ。）を除く。）の額を超えるときは、

当該現に指定障害福祉サービス等に要し

た費用の額）をいう。 

⒀～⒃ （略） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

⑴～⑾ （略）  

⑿ 指定障害福祉サービス等費用基準額 

指定障害福祉サービス等につき法第２９

条第３項第１号に規定する厚生労働大臣

が定める基準により算定した費用の額

（その額が現に当該指定障害福祉サービ

ス等に要した費用（特定費用（法第２９

条第１項に規定する特定費用をいう。以

下同じ。）を除く。）の額を超えるとき

は、当該現に指定障害福祉サービス等に

要した費用の額）をいう。 

⒀～⒃ （略） 

  

  
附 則 
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この条例は、公布の日から施行する。 
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第８７号議案 

 

     災害派遣手当支給に関する条例の一部を改正する条例設定

について 

 

 災害派遣手当支給に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり設定するも

のとする。 

 

  令和５年９月４日 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志   

 

 

   災害派遣手当支給に関する条例の一部を改正する条例 

 災害派遣手当支給に関する条例（昭和３８年八王子市条例第２２号）の一部を

次のように改正する。 

  
改 正 後 改 正 前 

（趣旨） 

第１条 この条例は、八王子市職員の給与に

関する条例（昭和２６年八王子市条例第２

１号）第２１条の規定に基づき、災害対策

基本法（昭和３６年法律第２２３号）第３

２条第１項（武力攻撃事態等における国民

の保護のための措置に関する法律（平成１

６年法律第１１２号）第１５４条及び新型

インフルエンザ等対策特別措置法（平成２

４年法律第３１号）第２６条の８において

準用する場合を含む。）及び大規模災害か

らの復興に関する法律（平成２５年法律第

５５号）第５６条第１項の規定による八王

子市に派遣された職員（以下「派遣職員」

という。）の災害派遣手当（武力攻撃事態

等における国民の保護のための措置に関す

る法律第１５４条において準用する場合に

あつては武力攻撃災害等派遣手当とし、新

型インフルエンザ等対策特別措置法第２６

条の８において準用する場合にあつては特

定新型インフルエンザ等対策派遣手当とす

（趣旨） 

第１条 この条例は、八王子市職員の給与に

関する条例（昭和２６年八王子市条例第２

１号）第２１条の規定に基づき、災害対策

基本法（昭和３６年法律第２２３号）第３

２条第１項（武力攻撃事態等における国民

の保護のための措置に関する法律（平成１

６年法律第１１２号）第１５４条及び新型

インフルエンザ等対策特別措置法（平成２

４年法律第３１号）第４４条において準用

する場合を含む。）及び大規模災害からの

復興に関する法律（平成２５年法律第５５

号）第５６条第１項の規定による八王子市

に派遣された職員（以下「派遣職員」とい

う。）の災害派遣手当（武力攻撃事態等に

おける国民の保護のための措置に関する法

律第１５４条において準用する場合にあつ

ては武力攻撃災害等派遣手当とし、新型イ

ンフルエンザ等対策特別措置法第４４条に

おいて準用する場合にあつては新型インフ

ルエンザ等緊急事態派遣手当とする。以下
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る。以下同じ。）の支給について必要な事

項を定めるものとする。    

同じ。）の支給について必要な事項を定め

るものとする。 

  

  
 附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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第８８号議案 

 

 

     令和５年度八王子市一般会計補正予算（第３号）について 

 

 

 令和５年度八王子市一般会計補正予算（第３号）を別冊のとおり定めるにつき、

地方自治法第２１８条第１項の規定により議決を求める。 

 

 

  令和５年９月４日 

 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志   
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第８９号議案 

 

 

     令和５年度八王子市国民健康保険事業特別会計補正予算

（第１号）について 

 

 

 令和５年度八王子市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）を別冊のと

おり定めるにつき、地方自治法第２１８条第１項の規定により議決を求める。 

 

 

  令和５年９月４日 

 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志   
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第９０号議案 

 

 

     令和５年度八王子市介護保険特別会計補正予算（第１号）

について 

 

 

 令和５年度八王子市介護保険特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり定め

るにつき、地方自治法第２１８条第１項の規定により議決を求める。 

 

 

  令和５年９月４日 

 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志   
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第９１号議案 

 

 

     令和５年度八王子市借入金管理特別会計補正予算（第１ 

号）について 

 

 

 令和５年度八王子市借入金管理特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり定

めるにつき、地方自治法第２１８条第１項の規定により議決を求める。 

 

 

  令和５年９月４日 

 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志   
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第９２号議案 

 

 

     令和５年度八王子市給与及び公共料金特別会計補正予算

（第３号）について 

 

 

 令和５年度八王子市給与及び公共料金特別会計補正予算（第３号）を別冊のと

おり定めるにつき、地方自治法第２１８条第１項の規定により議決を求める。 

 

 

  令和５年９月４日 

 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志   
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第９３号議案 

 

     八王子市手数料条例の一部を改正する条例設定について 

 

 八王子市手数料条例の一部を改正する条例を次のとおり設定するものとする。 

 

  令和５年９月４日 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志 

 

 

   八王子市手数料条例の一部を改正する条例 

 八王子市手数料条例（昭和２４年八王子市条例第１６号）の一部を次のように

改正する。 

  
改 正 後 改 正 前 

   附 則    附 則 

１・２ （略） １・２ （略） 

  

３ 令和５年１月４日から令和６年３月３１

日までの多機能端末機により交付する次の

各号に掲げる証明書等に係る手数料につい

ては、第２条第１項の規定にかかわらず、

当該各号に定める額とする。 

３ 令和５年１月４日から令和６年３月３１

日までの電子署名等に係る地方公共団体情

報システム機構の認証業務に関する法律

（平成１４年法律第１５３号）第２２条第

１項に規定する利用者証明用電子証明書を

記録した行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律

（平成２５年法律第２７号）第２条第７項

に規定する個人番号カードを使用して、多

機能端末機により交付する次の各号に掲げ

る証明書等に係る手数料については、第２

条第１項の規定にかかわらず、当該各号に

定める額とする。 

 ⑴～⑷ （略）  ⑴～⑷ （略） 

  

  
   附 則 

 この条例は、公布の日から起算して４月を超えない範囲内において市規則で定

める日から施行する。 
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第９４号議案 

 

     八王子市印鑑条例の一部を改正する条例設定について 

 

 八王子市印鑑条例の一部を改正する条例を次のとおり設定するものとする。 

 

  令和５年９月４日 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志 

 

 

   八王子市印鑑条例の一部を改正する条例 

 八王子市印鑑条例（昭和５１年八王子市条例第５７号）の一部を次のように改

正する。 

  
改 正 後 改 正 前 

 （多機能端末機による印鑑登録証明の申請

等） 

 （多機能端末機による印鑑登録証明の申請

等） 

第１８条 前２条の規定にかかわらず、印鑑

登録者は、利用者証明用電子証明書（電子

署名等に係る地方公共団体情報システム機

構の認証業務に関する法律（平成１４年法

律第１５３号）第２２条第１項に規定する

個人番号カード用利用者証明用電子証明書

及び同法第３５条の２第１項に規定する移

動端末設備用利用者証明用電子証明書をい

う。）を使用して多機能端末機（本市の電

子計算組織と電気通信回線により接続され

た民間事業者等が設置する端末機で、証明

書等を自動的に交付する機能を有するもの

をいう。）に印鑑登録証明の申請をし、印

鑑登録証明書の交付を受けることができる。 

第１８条 前２条の規定にかかわらず、印鑑

登録者は、個人番号カード（行政手続にお

ける特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律（平成２５年法律第２７

号）第２条第７項に規定する個人番号カー

ドをいう。）を使用して多機能端末機（本

市の電子計算組織と電気通信回線により接

続された民間事業者等が設置する端末機で、

証明書等を自動的に交付する機能を有する

ものをいう。以下同じ。）に自ら暗証番号

を入力することにより、印鑑登録証明の申

請をし、印鑑登録証明書の交付を受けるこ

とができる。 

 ２ 前項の場合において、多機能端末機に入

力する暗証番号は、電子署名等に係る地方

公共団体情報システム機構の認証業務に関

する法律施行規則（平成１５年総務省令第

１２０号）第４２条第２項に規定する暗証

番号とする。 

  

  
   附 則 

－47－



 この条例は、公布の日から起算して４月を超えない範囲内において市規則で定 

める日から施行する。 
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第９５号議案 

 

     八王子市児童館条例の一部を改正する条例設定について 

 

 八王子市児童館条例の一部を改正する条例を次のとおり設定するものとする。 

 

  令和５年９月４日 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志   

 

 

   八王子市児童館条例の一部を改正する条例 

 八王子市児童館条例（昭和４６年八王子市条例第３８号）の一部を次のように

改正する。 

  
改 正 後 改 正 前 

   八王子市子ども・若者育成支援センタ

ー条例 

   八王子市児童館条例 

  

（目的及び設置） （目的及び設置） 

第１条 子ども・若者の健やかな育成、子ど

も・若者が社会生活を円滑に営むことがで

きるようにするための支援その他の取組 

（以下「子ども・若者育成支援」とい 

う。）及び子どもに健全な遊びを与えるこ

とにより、子どもの健康を増進し、情操を

ゆたかにするとともに、子どもが社会的に

自立するための支援の促進を図るため、八

王子市子ども・若者育成支援センター（以

下「センター」という。）を設置する。 

第１条 児童に健全な遊びを与えることによ

り、児童の健康を増進し、情操をゆたかに

するとともに、児童が社会的に自立するた

めの支援の促進を図るため、八王子市立児

童館（以下「児童館」という。）を設置す

る。 

  

 （定義）  

第２条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

 

 ⑴ 子ども １８歳未満の者をいう。  

 ⑵ 若者 １８歳以上の者であつて、市規

則で定めるものをいう。 

 

  

（名称及び位置） （名称及び位置） 

第３条 センターの名称及び位置は、別表の 第２条 児童館の名称及び位置は、別表のと
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とおりとする。 おりとする。 

  

（事業） （事業） 

第４条 センターは、第１条の目的を達成す

るため、次の事業を行う。 

第３条 児童館は、第１条の目的を達成する

ため、次の事業を行う。 

 ⑴ 子ども・若者育成支援推進法（平成２

１年法律第７１号）に基づく子ども・若

者育成支援に関する相談に応じ、関係機

関の紹介その他の必要な情報の提供及び

助言を行うこと。 

 ⑴ 健全な遊びの提供及び異年齢間の交流

を通じて、次世代を担う児童の健全な育

成を促進すること。 

 ⑵ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４

号）に基づく児童館を運営すること。 

 ⑵ 児童が社会的に自立するための支援及 

び地域社会への参画の促進に関するこ

と。 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、センター

の設置の目的を達成するために市長が必

要と認める事業 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、児童館の

設置の目的を達成するために市長が必要

と認める事業 

２ （略） ２ （略） 

  

（開館時間等） （開館時間等） 

第５条 センターの開館時間及び休館日は、

市規則で定める。 

第４条 児童館の開館時間及び休館日は、市

規則で定める。 

  

（利用することができる者） （利用することができる者） 

第６条 センターを利用することができる者

は、次に掲げる者とする。 

第５条 児童館を利用することができる者は、

次に掲げる者とする。 

 ⑴ 子ども。ただし、乳幼児にあつては、

保護者の同伴を必要とする。 

 ⑴ １８歳未満の者。ただし、乳幼児にあ

つては、保護者の同伴を必要とする。 

 ⑵ （略）  ⑵ （略） 

 ⑶ 第４条第１項第１号の事業による支援

が必要な若者 

 

 ⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が特

に認めた者 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が特

に認めた者 

  

（利用者の登録） （利用者の登録） 

第７条 第４条第１項第２号の事業について

センターを利用しようとする子どもは、あ

らかじめ市長に登録しておかなければなら

ない。 

第６条 児童館を利用しようとする児童は、

あらかじめ市長に登録しておかなければな

らない。 

  

（登録の取消し） （登録の取消し） 

第８条 （略） 第７条 （略） 

  

（利用の制限等） （利用の制限等） 

第９条 市長は、次の各号のいずれかに該当

するときは、センターへの入館を拒み、利

用を制限し、又は退館を命ずることができ

る。 

第８条 市長は、次の各号のいずれかに該当 

するときは、児童館への入館を拒み、利用 

を制限し、又は退館を命ずることができる。 

 ⑴～⑶ （略）  ⑴～⑶ （略） 

  

（損害賠償義務） （損害賠償義務） 
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第１０条 センターの施設をき損し、又は滅

失した者は、市長の定める損害額を賠償し

なければならない。ただし、市長は、やむ

を得ない理由があると認めたときは、その

額を減額し、又は免除することができる。 

第９条 児童館の施設をき損し、又は滅失し

た者は、市長の定める損害額を賠償しなけ

ればならない。ただし、市長は、やむを得

ない理由があると認めたときは、その額を

減額し、又は免除することができる。 

  

（販売行為の禁止） （販売行為の禁止） 

第１１条 何人も、センター及びその敷地内

においては、市長の許可を受けないで物品

の販売その他これに類する行為をしてはな

らない。 

第１０条 何人も、児童館及びその敷地内に

おいては、市長の許可を受けないで物品の

販売その他これに類する行為をしてはなら

ない。 

  

（委任） （委任） 

第１２条 （略） 第１１条 （略） 

  

別表（第３条関係） 別表（第２条関係） 

 名称 位置   名称 位置  

 八王子市中野子ど

も・若者育成支援

センター 

八王子市中野山王三

丁目６番２７号 

  八王子市立中野児

童館 

八王子市中野山王三

丁目６番２７号 

 

 同   浅川子ど

も・若者育成支援

センター 

同   初沢町１３

２３番地 

  同    浅川児

童館 

同   初沢町１３

２３番地 

 

 同   由木子ど

も・若者育成支援

センター 

同   越野６９２

番地１ 
  同    由木児

童館 
同   越野６９２

番地１ 
 

 同   松が谷子

ども・若者育成支

援センター 

同   松が谷１３

番地 
  同    松が谷

児童館 
同   松が谷１３

番地 
 

 同   松が谷子

ども・若者育成支

援センター鹿島分

館 

同   鹿島２番地   同    松が谷

児童館鹿島分館 
同   鹿島２番地  

 同   中郷子ど

も・若者育成支援

センター 

同   長房町８９

１番地２ 
  同    中郷児

童館 
同   長房町８９

１番地２ 
 

 同   中郷子ど

も・若者育成支援

センター長房分館 

同   長房町３４

１番地 
  同    中郷児

童館長房分館 
同   長房町３４

１番地 
 

 同   館ケ丘子

ども・若者育成支

援センター 

同   館町１０９

７番地５７ 
  同    館ケ丘

児童館 
同   館町１０９

７番地５７ 
 

 同   元八王子

子ども・若者育成

支援センター 

同   大楽寺町５

０８番地３ 
  同    元八王

子児童館 
同   大楽寺町５

０８番地３ 
 

 同   川口子ど

も・若者育成支援

センター 

同   川口町３９

７４番地 
  同    川口児

童館 
同   川口町３９

７４番地 
 

 同   北野子ど

も・若者育成支援 
同   北野町５４

９番地９ 
  同    北野児

童館 
同   北野町５４

９番地９ 
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 センター       

 同   南大谷子

ども・若者育成支

援センター 

同   大谷町４６

番地 
  同    南大谷

児童館 
同   大谷町４６

番地 
 

  

  
 附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年１１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正前の八王子市児童館条例第６条の規定によりなされた利用

者の登録は、この条例による改正後の八王子市子ども・若者育成支援センター条

例第７条の規定によりなされた利用者の登録とみなす。 
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第９６号議案 

 

     八王子市東浅川保健福祉センター条例の一部を改正する条

例設定について 

 

 八王子市東浅川保健福祉センター条例の一部を改正する条例を次のとおり設定

するものとする。 

 

  令和５年９月４日 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志   

 

 

   八王子市東浅川保健福祉センター条例の一部を改正する条例 

第１条 八王子市東浅川保健福祉センター条例（平成３年八王子市条例第１６号） 

の一部を次のように改正する。 

  
改 正 後 改 正 前 

 （施設）  （施設） 

第４条 センターには、次の施設を設ける。 第４条 センターには、次の施設を設ける。 

 ⑴～⑻ （略）  ⑴～⑻ （略） 

   ⑼ 屋上広場 

 ⑼ （略）  ⑽ （略） 

 ⑽ （略）  ⑾ （略） 

 ⑾ （略）  ⑿ （略） 

 ⑿ （略）  ⒀ （略） 

      

 （施設を利用することができる者）  （施設を利用することができる者） 

第６条 センターの施設のうち第４条第２号

から第８号まで及び第１２号に掲げる施設

を利用することができる者は、次の者とす

る。 

第６条 センターの施設のうち第４条第２号

から第９号まで及び第１３号に掲げる施設

を利用することができる者は、次の者とす

る。 

 ⑴～⑶ （略）  ⑴～⑶ （略） 

  

  
第２条 八王子市東浅川保健福祉センター条例の一部を次のように改正する。 

  
改 正 後 改 正 前 

 （施設）  （施設） 
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第４条 センターには、次の施設を設ける。 第４条 センターには、次の施設を設ける。 

 ⑴～⑺ （略）  ⑴～⑺ （略） 

   ⑻ 浴室 

 ⑻ （略）  ⑼ （略） 

 ⑼ （略）  ⑽ （略） 

 ⑽ （略）  ⑾ （略） 

 ⑾ （略）  ⑿ （略） 

      

 （施設を利用することができる者）  （施設を利用することができる者） 

第６条 センターの施設のうち第４条第２号

から第７号まで及び第１１号に掲げる施設

を利用することができる者は、次の者とす

る。 

第６条 センターの施設のうち第４条第２号

から第８号まで及び第１２号に掲げる施設

を利用することができる者は、次の者とす

る。 

 ⑴～⑶ （略）  ⑴～⑶ （略） 

  

  
附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和７年４月

１日から施行する。 
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第９７号議案 

 

     八王子市南大沢保健福祉センター条例の一部を改正する条

例設定について 

 

 八王子市南大沢保健福祉センター条例の一部を改正する条例を次のとおり設定

するものとする。 

 

  令和５年９月４日 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志   

 

 

   八王子市南大沢保健福祉センター条例の一部を改正する条例 

八王子市南大沢保健福祉センター条例（平成８年八王子市条例第２２号）の一

部を次のように改正する。 

  
改 正 後 改 正 前 

 （施設）  （施設） 

第４条 センターには、次の施設を設ける。 第４条 センターには、次の施設を設ける。 

 ⑴～⑹ （略）  ⑴～⑹ （略） 

   ⑺ 浴室 

 ⑺ （略）  ⑻ （略） 

      

 （施設を利用することができる者）  （施設を利用することができる者） 

第６条 センターの施設のうち第４条第４号

から第７号までに掲げる施設を利用するこ

とができる者は、次の者とする。 

第６条 センターの施設のうち第４条第４号

から第８号までに掲げる施設を利用するこ

とができる者は、次の者とする。 

 ⑴～⑶ （略）  ⑴～⑶ （略） 

  

  
附 則 

 この条例は、令和６年７月１日から施行する。 

 

 

 

－55－



 

－56－



第９８号議案 

 

八王子市保健所関係手数料条例の一部を改正する条例設定

について 

 

八王子市保健所関係手数料条例の一部を改正する条例を次のとおり設定するも

のとする。 

 

令和５年９月４日 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志 

 

 

八王子市保健所関係手数料条例の一部を改正する条例 

八王子市保健所関係手数料条例（平成１９年八王子市条例第２４号）の一部を

次のように改正する。 
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改 正 後 改 正 前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

１ （略） １ （略） 

２ 申請等手数料 ２ 申請等手数料 

   事務 名称 金額     事務 名称 金額  

 １～５ （略） （略） （略）   １～５ （略） （略） （略）  

 ６ 旅館業法第３条の２

第１項、第３条の３

第１項又は第３条の

４第１項の規定に基

づく旅館業の許可を

受けた地位の承継の

承認申請に対する審

査 

旅館業の許可を

受けた地位の承

継の承認申請手

数料 

１件につき 

9,700円 

 

  ６ 旅館業法第３条の２

第１項又は第３条の

３第１項の規定に基

づく旅館業の許可を

受けた地位の承継の

承認申請に対する審

査 

旅館業の許可を

受けた地位の承

継の承認申請手

数料 

１件につき 

9,700円 

 

 

 ７～９

３ 

（略） （略） （略）   ７～９

３ 

（略） （略） （略）  

  

－
5
8
－



附 則 

この条例は、生活衛生関係営業等の事業活動の継続に資する環境の整備を図る 

ための旅館業法等の一部を改正する法律（令和５年法律第５２号）附則第１条本 

文に規定する政令で定める日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行 

する。 
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第９９号議案 

 

     八王子市旅館業法施行条例の一部を改正する条例設定につ

いて 

 

 八王子市旅館業法施行条例の一部を改正する条例を次のとおり設定するものと

する。 

 

  令和５年９月４日 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志 

 

 

   八王子市旅館業法施行条例の一部を改正する条例 

 八王子市旅館業法施行条例（平成２４年八王子市条例第２０号）の一部を次の

ように改正する。 

  
改 正 後 改 正 前 

 （社会教育施設等）  （社会教育施設等） 

第３条 法第３条第３項第３号（法第３条の

２第２項、第３条の３第２項及び第３条の

４第３項において準用される場合を含 

む。）の規定による条例で定める施設は、

次のとおりとする。 

第３条 法第３条第３項第３号（法第３条の

２第２項及び第３条の３第３項において準

用される場合を含む。）の規定による条例

で定める施設は、次のとおりとする。 

 ⑴～⑶ （略）  ⑴～⑶ （略） 

  

 （意見を求める者）  （意見を求める者） 

第４条 法第３条第４項（法第３条の２第２

項、第３条の３第２項及び第３条の４第３

項において準用される場合を含む。）に規

定する条例で定める者は、次の各号に掲げ

る施設の区分に応じ、当該各号に定める者

とする。 

第４条 法第３条第４項（法第３条の２第２

項及び第３条の３第３項において準用され

る場合を含む。）に規定する条例で定める 

者は、次の各号に掲げる施設の区分に応 

じ、当該各号に定める者とする。 

 ⑴～⑷ （略）  ⑴～⑷ （略） 

  

 （宿泊を拒むことができる事由）  （宿泊を拒むことができる事由） 

第６条 法第５条第１項第４号の条例で定め

る事由は、次のとおりとする。 

第６条 法第５条第３号の条例で定める事由

は、次のとおりとする。 

 ⑴・⑵ （略）  ⑴・⑵ （略） 
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   附 則 

この条例は、生活衛生関係営業等の事業活動の継続に資する環境の整備を図る 

ための旅館業法等の一部を改正する法律（令和５年法律第５２号）附則第１条本 

文に規定する政令で定める日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行 

する。 
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第１００号議案 

 

     八王子市プールの衛生管理等に関する条例の一部を改正す

る条例設定について 

 

 八王子市プールの衛生管理等に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり

設定するものとする。 

 

  令和５年９月４日 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志 

 

 

   八王子市プールの衛生管理等に関する条例の一部を改正する条例 

 八王子市プールの衛生管理等に関する条例（平成１９年八王子市条例第２７号）

の一部を次のように改正する。 

  
改 正 後 改 正 前 

（地位の承継） （地位の承継） 

第５条 第３条第１項の規定により許可を受

けた者（以下「許可経営者」という。）が

当該経営を譲渡し、又は許可経営者につい

て、相続、合併若しくは分割（当該経営を

承継させるものに限る。）があったとき

は、当該経営を譲り受けた者又は相続人

（相続人が２人以上ある場合において、そ

の全員の同意により当該経営を承継すべき

相続人を選定したときは、その者）、合併

後存続する法人若しくは合併により設立さ

れた法人若しくは分割により当該経営を承

継した法人は、許可経営者の地位を承継す

る。 

第５条 第３条第１項の規定により許可を受

けた者（以下「許可経営者」という。）に

ついて、相続、合併又は分割（当該経営を

承継させるものに限る。）があったとき

は、相続人（相続人が２人以上ある場合に

おいて、その全員の同意により当該経営を

承継すべき相続人を選定したときは、その

者）、合併後存続する法人若しくは合併に

より設立された法人又は分割により当該経

営を承継した法人は、許可経営者の地位を

承継する。 

２ （略） ２ （略） 

  

  
   附 則 

 この条例は、生活衛生関係営業等の事業活動の継続に資する環境の整備を図る 

ための旅館業法等の一部を改正する法律（令和５年法律第５２号）附則第１条本 
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文に規定する政令で定める日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行 

する。 
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第１０１号議案 

 

     八王子市興行場法施行条例の一部を改正する条例設定につ 

いて 

 

 八王子市興行場法施行条例の一部を改正する条例を次のとおり設定するものと

する。 

 

  令和５年９月４日 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志   

 

 

   八王子市興行場法施行条例の一部を改正する条例 

 八王子市興行場法施行条例（平成１８年八王子市条例第５１号）の一部を次の

ように改正する。 

  
改 正 後 改 正 前 

 （営業の許可等）  （営業の許可等） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 法第２条の２第２項の規定により、譲渡、

相続、合併又は分割による営業者の地位の

承継を届け出ようとする者は、市規則で定

める事項を記載した届出書を、市長に提出

しなければならない。 

３ 法第２条の２第２項の規定により、相続、

合併又は分割による営業者の地位の承継を

届け出ようとする者は、市規則で定める事

項を記載した届出書を、市長に提出しなけ

ればならない。 

４ （略） ４ （略） 

  

  

   附 則 

 この条例は、生活衛生関係営業等の事業活動の継続に資する環境の整備を図る 

ための旅館業法等の一部を改正する法律（令和５年法律第５２号）附則第１条本 

文に規定する政令で定める日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行 

する。 
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第１０２号議案 

 

 

     本庁舎照明設備改修工事請負契約の締結について 

 

 

 下記のとおり工事請負契約を締結するにつき、議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により議決を求める。 

 

 

  令和５年９月４日 

 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志   

 

 

 

                 記 

 

１ 契約の目的  本庁舎照明設備改修工事 

２ 契 約 金 額  金３億９，２７０万円 

３ 契 約 先  八王子市高尾町１５９５番地 

          金子・武蔵野特定建設工事共同企業体 

           構成員（代表者）八王子市高尾町１５９５番地 

                    株式会社 金子電気商会 

                     代表取締役 新 田 幸 博 

           構成員     八王子市小宮町１６１番地２ 

                    株式会社 武蔵野通信 

                     代表取締役 降 矢 直 樹 
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第１０３号議案 

 

 

芸術文化会館改修建築工事請負契約の締結について 

 

 

 下記のとおり工事請負契約を締結するにつき、議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により議決を求める。 

 

 

  令和５年９月４日 

 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志   

 

 

 

                 記 

 

１ 契約の目的  芸術文化会館改修建築工事 

２ 契 約 金 額  金１６億８，６３０万円 

３ 契 約 先  東京都中央区日本橋本町一丁目９番１号 

鴻池・相武特定建設工事共同企業体 

構成員（代表者）東京都中央区日本橋本町一丁目９番１

号 

株式会社 鴻池組 東京本店 

取締役常務執行役員本店長 

 鎌 田 克 明 

           構成員     八王子市大和田町二丁目１３番６号 

                    株式会社 相武企業 
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                     代表取締役 前 田 将 始 
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第１０４号議案 

 

 

芸術文化会館改修電気設備工事請負契約の締結について 

 

 

 下記のとおり工事請負契約を締結するにつき、議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により議決を求める。 

 

 

  令和５年９月４日 

 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志   

 

 

 

                 記 

 

１ 契約の目的  芸術文化会館改修電気設備工事 

２ 契 約 金 額  金８億１，７３０万円 

３ 契 約 先  八王子市明神町二丁目２４番６号 

株式会社 関電工 西関東営業本部 多摩支店 

常務執行役員 西関東営業本部 多摩支店長 

 小 林 伸 弘 
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第１０５号議案 

 

 

芸術文化会館改修給排水衛生等設備工事請負契約の締結に

ついて 

 

 

 下記のとおり工事請負契約を締結するにつき、議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により議決を求める。 

 

 

  令和５年９月４日 

 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志   

 

 

 

                 記 

 

１ 契約の目的  芸術文化会館改修給排水衛生等設備工事 

２ 契 約 金 額  金４億１，８５８万３，０００円 

３ 契 約 先  八王子市堀之内二丁目１番地１５ 

加藤設備工業株式会社 

代表取締役 加 藤 雅 明 
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第１０６号議案 

 

 

芸術文化会館改修空調換気設備工事請負契約の締結につい

て 

 

 

 下記のとおり工事請負契約を締結するにつき、議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により議決を求める。 

 

 

  令和５年９月４日 

 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志   

 

 

 

                 記 

 

１ 契約の目的  芸術文化会館改修空調換気設備工事 

２ 契 約 金 額  金１１億７，１５１万１，０００円 

３ 契 約 先  八王子市長房町１５２９番地５ 

新和・木村特定建設工事共同企業体 

構成員（代表者）八王子市長房町１５２９番地５ 

株式会社 新和 

代表取締役 堤 政三郎 

           構成員     八王子市川口町１７３５番地２ 

                    木村設備株式会社 

                     代表取締役 木 村 真 悟 
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第１０７号議案 

 

 

芸術文化会館改修舞台音響設備工事請負契約の締結につい

て 

 

 

 下記のとおり工事請負契約を締結するにつき、議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により議決を求める。 

 

 

  令和５年９月４日 

 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志   

 

 

 

                 記 

 

１ 契約の目的  芸術文化会館改修舞台音響設備工事 

２ 契 約 金 額  金１億８，０５１万円 

３ 契 約 先  東京都中央区日本橋箱崎町４１番１２号 

ヤマハサウンドシステム株式会社 

代表取締役 平 井 智 勇  
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第１０８号議案 

 

 

消防自動車の取得について 

 

 

下記のとおり消防自動車を取得するにつき、議会の議決に付すべき契約及び財

産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により議決を求める。 

 

 

令和５年９月４日 

 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志   

 

 

 

記 

 

１ 取 得 の 目 的  消防業務用 

２ 種類及び数量  小型動力ポンプ付積載車  １２台 

３ 取 得 金 額  金１億８，８７６万円 

４ 取 得 先  八王子市中野上町二丁目３１番１号 

日本機械工業株式会社 本社営業部 

部長 山 下 康 弘 
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第１０９号議案 

 

 

給食配送車の取得について 

 

 

下記のとおり給食配送車を取得するにつき、議会の議決に付すべき契約及び財

産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により議決を求める。 

 

 

令和５年９月４日 

 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志   

 

 

 

記 

 

１ 取 得 の 目 的  給食配送用 

２ 種類及び数量  アルミバン架装普通貨物自動車  ３台 

３ 取 得 金 額  金２，５３２万５，５２０円 

４ 取 得 先  八王子市左入町７５１番地 

株式会社 カーライフハギワラ 

代表取締役 萩 原 良 夫 
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